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資料１．総合診療専門医に求められる役割の多角的調査研究のアンケート項目 
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分担研究報告書 

 

主要国の総合診療医の育成・確保・役割・生涯教育に関する調査研究 
 

研究分担者 比良野 圭太 京都大学 臨床研究開発学 講師 

 

 

A．研究目的 

地域医療の質とアクセスを支える存在として、

総合診療医の役割は国際的にも注目されており、

我が国においてもその育成と確保が喫緊の政策

課題となっている。特に、専門医制度における制

度設計やキャリア形成支援の不備、他の診療科と

の連携不足などが背景にあり、若手医師の進路選

択や地域医療への定着において障壁となってい

る。日本では 2018 年に総合診療専門医が基本領

域として制度化されたが、専攻医の割合は依然と

して低く、地域での活躍に結びつく育成スキーム

の整備が求められている。 

一方、世界に目を向けると、米国をはじめとす

る主要国では、家庭医療・総合診療を明確に専門

領域として確立し、専門医制度の中での地位や教

育支援制度が制度的に整備されている。特に、が

研究要旨 

【目的】地域医療の中核を担う総合診療医の確保と育成は喫緊の課題であるが、日本では専門医制度内で

の位置づけの曖昧さや他専門領域との連携不足、キャリア支援の乏しさが課題となっている。本研究は、

主要国、特に米国の制度や教育現場の実態を明らかにし、日本の制度設計に資する提言を導くことを目的

とした。 

【方法】本研究では、（1）米国ハワイ州を中心とした家庭医療・腫瘍内科の専門家に対する半構造化イ

ンタビューにより、専門医制度、教育課程、地域連携、政策支援の現状を調査した。また、（2）総合診

療医のキャリア選択に関する政策的介入の有効性について文献のシステマティックレビューを実施した。

さらに、（3）得られた知見を基に、日本における育成制度改革に向けた提言を検討した。 

【結果】インタビュー結果からは、米国では家庭医療を明確に専門領域として確立し、研修期間中に豊富

な地域医療・多職種連携・緩和ケア・がん診療初期対応の機会が組み込まれていることが確認された。ハ

ワイ州では、大学附属病院を持たない中でも、地域医療機関との連携により質の高い研修が行われてお

り、家庭医と専門医の協働が制度的に支援されている。また、家庭医療レジデンシーには老年医療・緩和

ケア・地域実習などが組み込まれており、総合診療医としての実践力向上に寄与している。一方、日本に

おいては、総合診療専門医のキャリアパスの不透明さや、報酬体系の不利、資格の社会的評価の低さが医

学生・若手医師の志向を妨げていることが指摘された。システマティックレビューでは、長期にわたる包

括的な教育プログラムや、地域密着型の臨床経験、質の高いロールモデルの存在が、キャリア選択におけ

る有効な要因であることが明らかとなった。 

【結論】米国の制度的枠組みや教育方針は、日本の総合診療医制度の改善にとって重要な示唆を与える。

特に、がん診療の初期対応や緩和ケアを含む包括的ケア能力の育成が求められる。今後は、制度内での資

格の明確化、地域との協働体制の整備、教育インセンティブの導入を通じて、総合診療医の持続的育成が

期待される。 
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ん診療などの高度専門領域との連携や、研修医の

地域医療参加を促す経済的インセンティブの導

入、教育プログラムにおける柔軟性と実践力重視

の構成など、日本にとって示唆的な先行事例が多

数存在する。 

本研究では、こうした海外の育成制度・キャリ

ア支援策・地域連携の実態を明らかにし、日本に

おける制度的課題の整理と将来的な制度設計へ

の提言を目的とする。具体的には、（1）米国を中

心とした専門家への半構造化インタビューを通

じた現状把握、（2）総合診療医の確保・育成に関

する政策的介入の効果に関するシステマティッ

クレビューの実施、（3）これらの知見に基づく日

本型の制度改善モデルの検討を柱として、総合診

療専門医のキャリアパス明確化、がん診療との連

携強化、教育内容の最適化といった観点から、実

効性のある制度改革の方向性を示すことを目指

す。 

 

B．研究方法 

本分担研究では、日本における総合診療専門医

の育成・確保の方策を検討するため、海外の教育

制度やキャリア支援の実態を把握し、それらを踏

まえた日本型の育成支援モデルの構築を目的と

して、以下の 3 つの手法により調査を実施した。 

 

① 海外専門家への半構造化インタビューの実施 

本研究では、米国において家庭医療や腫瘍内科の

分野で教育・研修に関与している専門家を対象に、

半構造化インタビューを行った。インタビューでは、

①家庭医療専門医の研修構造、②がん診療とプライ

マリ・ケアの連携体制、③医師のキャリア形成支援

制度、④地域医療機関との連携、⑤診療報酬やロー

ン返済制度などの政策的インセンティブの有無と

効果、⑥研修内容への患者中心アプローチや緩和ケ

アの統合の状況、等について聴取した。特に、がん

診療における家庭医の役割や、総合診療専門医と腫

瘍内科医との分業・協業体制の実際に関する情報収

集に注力した。 

② 総合診療医の確保・育成に関するシステマテ

ィックレビューの実施 

PubMed、Web of Science、Embase など複数の国

際 デ ー タ ベ ー ス を 対 象 と し 、 ”general 

practitioner”, ”family physician”, 

“career choice”, “intervention”などの検索

語を用いて、総合診療医の確保・育成に関連する政

策的介入（教育プログラム、奨学金制度、地域医療

派遣制度など）の効果に関する文献を収集した。収

集した文献については 2 名の研究者による独立評

価を行い、教育介入の有効性、持続性、対象層、教

育内容の特性に関して定性的に分析した。特に、医

学生や研修医に対する長期的プログラムの効果や、

教育ロールモデルの配置といった要因の影響を検

討した。 

③ 海外知見の活用と制度改善への提案 

上記①および②で得られた知見をもとに、日本

における制度的課題の整理と、政策的対応の方向性

を検討した。具体的には、①がん診療の初期対応や

フォローアップを担う役割としての総合診療医の

位置づけ、②地域医療機関との連携体制整備、③研

修制度における専門領域横断的教育の導入、④報酬

体系の見直しとキャリア支援制度の構築、といった

観点から、日本型の総合診療専門医育成支援モデル

を構想した。あわせて、制度導入時に必要となる法

制度上の調整、教育資源の整備、地域医療拠点との

連携推進に関する論点も整理した。 

 

C．研究結果 

① 海外専門家への半構造化インタビューの結果 

本調査は、2023 年 12 月 9 日から 14 日までの期

間に、米国ハワイ州にて実施された。インタビュー

対象は、家庭医療および腫瘍内科分野における教育

責任者および臨床医の計 2 名であり、各インタビュ

ーは半構造化形式により 1 時間程度実施した。米国

の家庭医療レジデンシープログラムは、医学部卒業

後に 3 年間にわたって行われる卒後研修プログラ

ムである。プログラムは、入院診療、外来診療、老

年医療、緩和ケア、小児科、産科などを含む多様な
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領域を 4 週間単位のブロック形式でローテーショ

ンしながら構成されている。研修の一環として、地

域の基幹病院に加え、離島や農村地域での実習も経

験し、地域医療の実践能力を育成することが重視さ

れていた。また、地域密着型の研修病院に加え、離

島や農村部での実習も重視されており、地域偏在対

策の一環としてローン返済支援制度も活用されて

いた。一方、腫瘍内科医の視点からは、がん診療に

おけるプライマリ・ケア医の初期対応の役割が強調

された。米国では、がんのスクリーニングや治療後

のフォローアップの多くを家庭医が担っており、患

者との長期的な関係性を通じた継続的ケアが評価

されていた。また、家庭医と専門医との合同カンフ

ァレンスや E-Consult を通じた連携支援体制も確

認された。米国ハワイ州の家庭医療レジデンシープ

ログラムにおいては、研修期間 3 年間のうち、緩和

ケアやがんサバイバーシップケアを含む在宅・老年

診療のブロック研修が設けられていた。また、実際

のプログラムでは家庭医が乳がんや大腸がんスク

リーニングの実施、がん専門医からの治療後フォロ

ーアップ依頼を受けるケースもあり、レジデントが

こうした連携業務に参加していたことがインタビ

ューから明らかとなった。本調査で得られた米国に

おける家庭医療の教育内容や連携体制は、日本にお

ける総合診療医のがん診療参画を促進するうえで、

示唆的であると考えられる。特に、初期対応から継

続支援に至るまでの一貫したケア体制の構築は、チ

ーム医療の推進にも資する可能性がある。 

② システマティックレビューの結果 

「総合診療医のキャリア選択に対する政策的介

入の効果」に関する文献を対象に、1990 年以降に

発表された 838 件の文献を初期抽出し、重複・不適

合文献を除外した結果、現時点で 42 件をレビュー

対象として選定している。文献の適格性評価におい

て 2 名のレビューアーの判断が一致しなかった一

部の文献については、現在、第三のレビューアーに

よる評価を進めており、その結果は今後の分析に反

映する予定である。教育的介入として最も効果が高

かったのは、①長期にわたる継続的な研修、②家庭

医ロールモデルとの接点、③地域での実地研修を含

むプログラムであった。特に、医学生の初期段階で

の介入（例：1～2 年次の地域研修）が後のキャリ

ア選択に強く影響していることが複数の研究で示

されていた。一方、短期モジュールや単発の地域実

習は、態度変容には効果があるがキャリア選択には

限定的であることが多かった。成功事例の多くでは、

選抜型プログラムや奨学金・返済免除などの制度と

教育介入がセットで実施されていた点が特徴的で

あった。 

③ 国内制度改善に向けた知見の整理 

インタビューおよびレビューの結果から、総合診

療専門医のキャリア支援においては、以下のような

制度的支援が効果的である可能性が示唆された。 

教育制度面：既存の専門研修プログラムに、がん診

療初期対応、緩和ケア、継続支援などの領域を組み

込むことで、専門医間連携の実践力を高める効果が

あるとされた。 

地域連携体制：地域がん診療拠点病院との合同カン

ファレンスや、診療所でのサバイバーシップ支援体

制の構築は、総合診療医のがん診療参画を後押しす

る要因となっていた。 

政策的支援：地域勤務義務や返済免除型奨学金など

の制度的インセンティブは、地域志向の人材育成に

資する可能性があると考えられた。 

本年度のインタビューおよび文献レビューの結果

からは、教育・連携・政策の各側面における制度的

支援のあり方に関して、一定の示唆を得ることがで

きた。これらの知見は、今後予定されている令和 7

年度の総合診療専門医研修制度改訂において、がん

診療および地域包括ケアの役割強化を検討するう

えで参考となる可能性がある。ただし、本報告は一

部の国・地域における中間的な結果に基づいており、

他国インタビュー等の知見を踏まえたさらなる検

討が必要である。 

D．考察 

① 海外事例に基づく制度的示唆の整理 

本研究では、米国ハワイ州を中心とした家庭医

療・腫瘍内科の教育・研修体制に関する半構造化イ
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ンタビューを実施した。その結果、家庭医ががん診

療の初期対応やフォローアップ、緩和ケアを担う仕

組みが教育課程に組み込まれており、専門医との連

携体制が制度化されている点が特徴的であった。米

国における家庭医療レジデンシープログラムでは、

がん診療の初期対応や緩和ケア、サバイバーシップ

支援などが教育課程として体系的に組み込まれて

おり、4 週間単位のローテーションによる実践的な

学習環境が確保されていた。こうした教育プログラ

ムの構造は、専門医との協働や地域における包括ケ

アの実践力を高める仕組みとして機能していた。 

日本においても、総合診療専門医制度の中にがん診

療や緩和ケアを正式な研修プログラムとして位置

づけることで、チーム医療や継続支援の担い手とし

ての能力育成が可能となると考えられる。教育課程

への正式な組み込みと、地域医療機関との実習連携

の制度化は、今後の制度設計における検討課題であ

る。特に、診療の一貫性や地域連携の確保といった

点において、日本の総合診療医制度にも応用可能な

実践的知見であると考えられた。 

② システマティックレビューによる教育的介入

の効果分析 

本研究で実施したレビューでは、総合診療医のキ

ャリア選択を促すためには、単なる短期実習や知識

の付与だけでなく、継続的な動機づけを伴う教育的

介入が必要であることが明らかとなった。具体的に

は、1 年次からの地域研修、長期的なロールモデル

との接点、家庭医を志向する学生を対象とした選抜

プログラムなどが有効とされた。これは日本におけ

る総合診療専門医制度が、制度面では確立された一

方で、なぜ選ぶのかという価値形成への働きかけが

不足している現状に対する重要な示唆である。今後、

医学生・研修医の段階からの一貫した教育設計と、

個別性を尊重したキャリア支援が求められる。 

③ 日本への応用と制度改革の方向性 

インタビューおよびレビューの結果から得られ

た知見をもとに、今後日本で総合診療専門医の確保

と質の向上を図るためには、以下の 3 点が重要であ

ると考えられる。第一に、専門研修の中にがん診療、

緩和ケア、慢性疾患管理などの実践的スキルを体系

的に組み込むことであり、これは家庭医が担う多様

な役割を総合診療医が引き受ける土台となる。第二

に、地域拠点病院や診療所との教育連携の強化であ

り、学会主導ではない地域主導型の教育設計が必要

である。第三に、診療報酬・奨学金制度・地域勤務

義務化などの政策的インセンティブの組み合わせ

によって、キャリア選択を現実的に支援する体制を

整えることである。 

④ 今後の展望 

今回の研究では、海外の先進的な取り組みや教育

実践を通じて、多職種連携、地域密着型ケア、専門

横断的アプローチといった総合診療医の潜在的な

力を確認することができた。今後、日本においては、

研修制度の構造改革と並行して、医療制度全体の中

で総合診療医の機能を再定義し、その活用を最大化

する政策展開が求められる。特に今後、総合診療専

門医の役割や研修制度のあり方が検討される際に

は、本研究の示唆が政策設計の一助となる可能性が

ある。 

E．結論 

本研究では、海外における家庭医療・総合診療分野

の教育体制やキャリア支援制度の実態を通じて、日

本の総合診療専門医制度の強化に向けた具体的な

課題と展望を明らかにした。特に、がん診療を含む

包括的な教育内容の整備、地域拠点との連携体制の

構築、政策的インセンティブの導入は、制度として

の機能性と現場での実効性を高めるうえで重要な

論点である。 

これらの知見は、今後の制度設計や政策立案の検討

において実践的な指針となりうるものであり、引き

続き他国の先進事例や国内の地域特性を踏まえた

多角的な検討が求められる。総合診療医が地域医療

の中核を担う存在として確実に機能するためには、

制度、教育、実践の三位一体での取り組みが不可欠

である。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 該当なし 
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Ｇ．研究発表 

1.  論文発表 

 なし 

 

2.  学会発表 

 なし 

 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む。） 

1. 特許取得 

 なし 

 

2. 実用新案登録 

 なし 

 

3. その他 

 なし 
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令和６年度厚生労働科学研究費補助金（政策科学総合研究事業（政策科学推進研究事業）） 

分担研究報告書 

 

専門領域医師の総合的な診療能力獲得プログラムの効率化に関する研究 

 

研究分担者 前野 哲博 筑波大学医学医療系 地域医療教育学 教授 

 
 
A．研究目的 

地域で総合診療医として活躍する医師を増やす

には卒前教育、臨床研修、専門研修、生涯教育の各

フェーズにおける切れ目のない教育プログラムが

求められる。このうち、専門研修に関しては、2018

年に 19番目の基本領域専門医として総合診療専門

医制度が導入されたものの、専攻医数も全体の約

3%にすぎず、社会からのニーズに応えるには程遠

い状況にある。 

急速に少子高齢化が進む中、地域医療の充実は

研究要旨 

【目的】地域で総合診療医として活躍する医師を増やすためには、他の専門領域の診療に従事してい

る医師が、リカレント教育を受けたうえで、総合診療医として地域医療に従事することを促す仕組み

が重要である。そこで本研究は、総合診療に関するオンライン形式のリカレント教育プログラムにつ

いて、さらなる教育効果の向上と効率化を図り、その教育効果を検証することを目的とする研究を実

施した。 

【方法】日本プライマリ・ケア連合学会のプライマリ・ケア教育委員会と連携して、研修目標のブラ

ッシュアップを実施した。次に、リカレント教育プログラムについて、非同期型で事前にオンデマン

ド学修ができる e-learning プログラムと、大幅に時間を削減した同期型のライブ研修と組み合わせ

たハイブリッド型研修プログラムを開発した。具体的には、非同期型学修を実施するための e-

learning 上のプラットフォームを構築して業務フローを確立するとともに、ハイブリッド型研修の

トライアルを行った。教育効果のモニタリングに関しては、研究としての同意取得の手続きを簡素化

して回収率を高め、新しい研修形式に対応したデータ収集を行うシステムを構築した。 

【結果】研修目標については、歯科・口腔外科領域、統合医療・補完代替療法、国際医療などの項目を

新たに追加した。研修のハイブリッド化については、基本構成を固めたうえで、オープンソースの e-

learning プラットフォームとして世界的に最も多く使われている Moodle を用いて、非同期型 e-

learning を実施するための機能を実装したサイトを開設した。また、行動変容をテーマとするトラ

イアルを実施し、受講者からは、おおむね実施可能との評価を得た。教育効果のモニタリングに関し

ては、同意取得を簡素化した新しい web 調査フォームを作成するとともに、受講前、中間、受講後、

追跡調査のそれぞれのタイミングで継続的にデータ収集を行う仕組みを整えた。 

【結論】本研究により、研修目標の追加を行うとともに、ハイブリッド研修プログラムを実施できる

システムを整備し、その実現可能性を確認できた。教育効果の検証についても、十分なサンプル数を

確保して、ハイブリッド化前後の比較検討ができる体制を構築できた。これらの取り組みにより、令

和 7 年度からハイブリッド型研修プログラムを本格的に導入して、その教育効果を検証できる体制

を整えることができた。 
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喫緊の課題であり、その解決に向けて最も有効な

のは、生涯教育である。すなわち、すでに他の専門

領域の診療に従事している医師が、リカレント教

育を受けたうえで、総合診療医として地域医療に

従事することを促す仕組みを導入することである。 

研究分担者は、これまで厚生労働科学研究費補

助金（政策科学推進研究事業）「卒前教育から生涯

教育に至るシームレスな総合診療医の養成・確保

に関する研究(21AA2002)」（令和 3 年～5 年）の研

究代表者として、総合診療に関するリカレント教

育プログラムのオンライン化および教育効果の検

証に取り組んできた。その結果、感染状況に左右さ

れずに、地域に居ながら実践力を修得できる教育

プログラムや教材を開発することができたものの、

長時間プログラムであることや、全員に一律のプ

ログラムであることが改善すべき点として残され

ていた。 

そこで、本分担研究では、オンデマンド型の自習

ができる e-learning プログラムを新たに開発し、

オンライン形式の集合型ライブ研修と組み合わせ

たハイブリッド型にすることにより、さらなる教

育効果の向上と効率化を図り、その教育効果を検

証することを目的とする。 

 

B．研究方法 
本分担研究では、おもに臓器別専門医を対象と

して、総合診療に関する効果的・効率的なリカレン

ト教育プログラムを開発して、その教育効果を検

証するために、以下の研究を実施した。 

① 研修目標の設定 

前述の厚生労働科学研究費補助金（政策科学推

進研究事業）では、日本の総合診療医の共通のコン

ピテンシーとその評価可能なレベル段階としての

マイルストーンを作成した。さらに、日本プライマ

リ・ケア連合学会のプライマリ・ケア教育委員会と

協働して、全国共通の e-learning 教材の開発を視

野に入れて、それぞれの研修項目に対応する学修

項目リスト（総合診療教育コード）の作成を行った。

本研究では、これらの成果を活用しつつ、リカレン

ト教育プログラムとしての実現可能性や教育効果

なども考慮して、学修項目リスト（総合診療教育コ

ード）のブラッシュアップを行った。 

② ハイブリッド研修プログラムの開発 

前述の厚生労働科学研究費補助金（政策科学推

進研究事業）でオンライン化した研修プログラム

はすべて、同じ時間に受講者が集合してライブで

学ぶ同期型の研修スタイルのみであった。受講者

の負担を軽減し、下記の 2 つの研修を組み合わせ

たハイブリッド型のプログラムとして新たに設定

した。 

・非同期型 e-learning：動画の視聴または画面

上の説明を見ながら学修を進める。セルフテ

ストを頻回に取り入れて、主体的に学修が進

められるように配慮する。テーマにより、ドリ

ル型（問題を解きながら解説を読み進める形

式）も適宜取り入れる。 

・同期型集合ライブ研修：決められた時間に講師

と受講者がオンライン上で集まり、ワークシ

ョップ形式で研修する。小グループディスカ

ッション、グループワーク、クイズ機能などを

用いて、体験しながら能動的に学修する。 

この研修形式を実践できるようにするため、ま

ずは e-learning システムの開発を行った。具体的

には、e-learning のプラットフォームである

Moodle を用いた画面の構築や、上記厚労科研にお

いてオンライン研修用に開発した救急シミュレー

ションアプリの利用環境の整備等を行った。 

③ 教育効果を検証する仕組みの構築 

前述の厚生労働科学研究費補助金（政策科学推

進研究事業）で開発した教育モニタリングシステ

ムを活用して、受講前、受講後、追跡調査を行う仕

組みを構築した。その際、調査の回収率を高めるた

め、同意を取得する手続きを簡略化する工夫を行

った。 

 

C．研究結果 
① 研修目標の設定 

検討の結果、以下の項目を新たに総合診療教育

コードに追加した。 

 

② ハイブリッド研修プログラムの開発 

1) ハイブリッド研修プログラムの基本的な構成

の設定 
同期型/非同期型のバランスについて、おおむ

項目名 コード 

オーラル・フレイル、口腔機

能低下、口腔機能障害 
2C1205 

歯肉炎、歯牙欠損、う蝕 2C1206 

口腔ケアと義歯管理 2C1207 

統合医療・補完代替療法 2A0418 

がんと統合医療 1A0609 

がんと統合医療 2C1902 

国際医療(グローバルヘルス) (大項目追加) 

 国際的な医療分野の交流 5A0401 

 国際医療支援 5A0402 

 在日外国人診療 5A0403 

 多文化理解 5A0404 
 その他 5A0405 

キャリア開発 6A0204 
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ねの目安として、同期型学修の所要時間（１テ

ーマ 6 時間）を半分程度に短縮することを目標

に作業を進めた。 
2) 非同期型 e-learning を実施できるプラットフ

ォームの構築 
受講者が非同期型 e-learningを受講するため

には、受講者がテキストを読んだり、埋め込ま

れた動画を見たり、課題に答えたりするなどの

アクションの後にボタンを押すことで、次のチ

ャプターに遷移する e-learningシステムを構築

する必要がある。そのため、オープンソースの

e-learning プラットフォームとして世界的に最

も多く使われている Moodle を用いて、前述の

機能を実装した本プログラム専用のサイトを開

設した。 
また、各教育コースの講師が、自らのパソコ

ンで非同期型 e-learningコンテンツを作成でき

るよう、Microsoft Word を用いたフォーマット

を作成した。合わせて、Moodle を利用したサイ

トへの実装に関する業務フローを確立し、コン

テンツ作成後 2 週間程度で受講者に公開できる

体制を整えた。 
3) ハイブリッド研修プログラムの開発 

これまで集合ライブ研修のみで実施されてい

た既存の教育コースの構成について改めて検討

し、研修内容を同期型/非同期型に振り分けると

ともに、両者が有機的に連携して、効果的な研

修ができるように調整を行った。2024 年度は行

動変容と小児科のテーマを題材として、非同期

型 e-learning プログラムの開発を行った。この

うち行動変容については、実際の研修にも試験

的に導入した。 
受講後アンケート（45 名）では、試験導入の

ため事前学修は任意だったにもかかわらず、最

後まで使用した 32 名（71.1％）、途中まで使用

した 8 名（17.8％）と、9 割近い受講者が利用

し、全く使用しなかった者は 5 名（11.1％）で

あった。使用者に対する質問では、操作性につ

いては 38 名（95％）が「困難ではなかった」と

回答した。事前学修コンテンツ（e-learning 教

材）は通常の講義の代替になるかという質問に

対しては、使用者のうち 33 名（82.5％）が「そ

う思う」と回答した。 
4) オンライン救急シミュレーションアプリの利

用環境整備 
本アプリは、離れた場所にいる受講者がオン

ラインでチームを構成して、リアルタイムで協

働して救急での初療に関するシミュレーション

を行うことを目的として、前述の厚生労働科学

研究費補助金（政策科学推進研究事業）におい

て開発されたものである。今年度も引き続き研

修で活用できるよう、利用環境の整備等を行っ

た。 

③ 教育効果を検証する仕組みの構築 

教育効果を検証するモニタリングシステムにつ

いては、前述の厚生労働科学研究費補助金（政策科

学推進研究事業）において、web アンケート調査の

形式を用いて受講前、中間、受講後、追跡調査を行

う仕組みを構築していた。今年度はそのシステム

をベースとして、回収率を高めるために研究同意

の取得方法を見直して、受講前アンケートの冒頭

にチェック欄を設けることで簡素化する工夫を行

った。この変更は、筑波大学医学医療系医の倫理委

員会での承認を得ており（1824－1 号）、2025 年度

の新規受講生から導入予定である。 
 
D．考察 
① 研修目標の設定 

総合診療のカバーする診療領域は広範に及んで

おり、だからこそその内容を可視化し、コード化す

る意義がある。前述の厚生労働科学研究費補助金

（政策科学推進研究事業）においてもその点に留

意して作業を進めていたが、まだ網羅しきれてい

ない領域があることが判明し、項目の追加を行っ

た。今回、追加項目を明らかにできた背景としては、

新しい研究協力者からの意見を求めたこと、日本

プライマリ・ケア連合学会が設定している教育セ

ッションコードおよび過去に同学会が企画・実施

した教育セッションの内容との突合を行ったこと

が有用であった。引き続き検証を続けていくとと

もに、既存の項目についても定期的に見直しを行

い、時代の変化に合わせた項目の追加・削除も行っ

て、より完成度を高めていく必要があると考えら

れた。 

② ハイブリッド研修プログラムの開発 

これまで開発・運用してきたリカレント教育プ

ログラムは、高い教育効果が確認されているもの

の、受講者の拘束時間が長いことが問題になって

いた。本研究では、教育効果の向上と研修の効率化

という二律背反に見える課題に取り組み、同期型/
非同期型のハイブリッド研修プログラムを導入す

ることで解決を図った。 
非同期型 e-learning では、集合ライブ研修と異

なり、受講者は自らがすでに持っている知識や理

解度に合わせて、学修のペースを自分で調節する

ことができる。本プログラムは、バックグラウンド

は異なるものの、経験豊富な臨床医を対象として

いることから、学修すべきポイントは受講者によ

り異なるものの、非同期型 e-learning において効

率化できる余地は大きいことが期待できる。また、

学修する時間を自らのタイミングで決められるこ

とも、心理的負担を減らすうえでも有効と考えら

れる。 
一方で、本プログラムの目的は、現場での実践力

を高めることであり、単なる教科書的な知識の修

得だけでは不十分で、現場での応用力を高める必



31 
 

要がある。そのためには、同期型集合ライブ研修に

おいて、講師が提示する症例や課題について、リア

ルタイムで小グループ討論あるいはシミュレーシ

ョントレーニングを行う学修が効果的である。そ

の際、非同期型 e-learning であらかじめ受講者同

士の知識レベルを上げておくことにより、効率的・

効果的かつ深い学びを得ることができる。 
この両者を組み合わせることで、同期型集合ラ

イブ研修の大幅な時間短縮と、高い教育効果の両

立が期待できる。今年度は、ハイブリッド化を進め

るための仕組みの構築とトライアルが中心であっ

たが、来年度からは、すべての研修プログラムにつ

いて順次ハイブリッド化を進める予定である。 

③ 教育効果を検証する仕組みの構築 

本プログラムは、受講者の総合診療能力の向上

はもちろんのこと、最終的なアウトカムとして、

実際に地域でのプライマリ・ケアの提供につなが

っているかを評価することは極めて重要である。

特に令和 7年度からは、研修のハイブリッド化と

いう大きな改革を行うため、令和 6年度まで実施

していた、集合型ライブ研修のみの形式との比較

検討を行って、その有用性を評価する必要がある。

今回、研究への同意取得手続きを簡素化したこと

や、受講生の増加により、サンプル数のさらなる

増加が期待できる。 

 

E．結論 
本研究では、リカレント教育プログラムのさら

なる充実・発展を図るために、研修目標の設定、ハ

イブリッド研修プログラムの開発・実施、教育効果

の検証からなる研究を実施した。 

本研究により、研修目標の追加を行うとともに、

令和 7 年度からハイブリッド型研修プログラムを

本格的に導入して、その教育効果を検証できる体

制を整えることができたと考えられる。 

 

F. 健康危険情報 
 
G. 研究発表 

1. 論文発表 
なし 

2. 学会発表 
なし 
 

H. 知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 
1. 特許取得 

なし 
2. 実用新案登録 

なし 
3. その他 

なし 
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